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【政策ごとの予算額等】

２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 食品健康影響評価技術研究の推進

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 13－①

28年度 29年度 30年度 元年度

予
算
の
状
況

当初予算

194,260 176,850 183,450

補正予算

0 0 0

繰越し等

254,760192,960

0 0 0

計

194,260 176,850 183,450

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

執 行 額

191,318 174,079 175,124
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【政策ごとの予算額等】

２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 13－②

28年度 29年度 30年度 元年度

予
算
の
状
況

当初予算

25,330 27,702 29,264

補正予算

0 0 0

繰越し等

32,57928,548

0 0 0

計

25,330 27,702 29,264

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

執 行 額

16,459 20,135 17,637
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番号 13

会計 組織／勘定

● 1 一般 内閣本府

● 2 一般 内閣本府

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名 食品の安全性の確保
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

食品安全政策費 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 192,960 254,760

食品安全政策費 食品安全の確保に必要な経費 28,548

小計
221,508 287,339

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

32,579

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
221,508 287,339

の内数 の内数

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 13
（千円）

政策評価調書（個別票３）

政策名 食品の安全性の確保

事務事業名 概要 整理番号

予算額

政策評価結果の反映
による見直し額(削

減額)

達成しようとする目標及び実績

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果のポイント

概算要求への反映状況

合計

該当なし。



24年度 30年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

30% 30% 30% 30% －

0%
［71%］※1

14%
［29%］※1

33% － －

24年度 30年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

2.5 3.0 3.0 3.3 －

1.0
［2.4］※2

0.4
［1.0］※2

0.3
－ －

評
価
結
果

施策の分析

○測定指標１については、目標を達成した。
食品健康影響評価の実施に関する研究の有用性に重点を置き、研究課題の選定等を行ったことにより、研究成果を着
実に食品健康影響評価等に活用できたと考えられる。

○測定指標２については、目標を達成できなかった。
研究開始後２年以内に学術誌へ論文が掲載されるとは限らないため、指標における時点の見直しの必要性が明らかと
なった。

【測定指標の観点からの分析】

目標達成度合いの
測定結果

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

測定指標

達成
状況

２. 国内外の学術誌に掲
載された論文数（研究開
始後2年時点）（1課題あた
り平均）
※2　研究開始後2年以降
に掲載された論文数も含
めた値。

1. 評価基準、ガイドライ
ン、リスク評価書の作成等
に研究成果が引用された
課題の割合（研究終了後1
年時点）
※1　研究終了後1年以降
に活用された課題も含め
た割合。

達成
状況

主要な測定指標である測定指標１について、目標を達成している。測定指標２については、
目標を達していないが、すべての議題において、論文投稿の手続中である。また、研究終了
後1年時点では、評価基準等に引用されていないものの今後も引用される課題が増加する
見込みであり、それにより食品健康影響評価が進展し、最終的な政策目標である「食品の
安全性の確保」に貢献する見込みであることから、全体として「相当程度進展あり」とした。

B 相当程度進展あり

平成29年度においては、「アレルギー物質を含む食品についてのリスク評価方法の確立に関する研究」、「試験管内プ
リオン増幅系を用いた「種の壁」の定量的評価のための研究」、「コリスチン耐性菌の出現状況と特性解析に関する研
究」、「無機ヒ素ばく露評価およびその手法に関する研究」、「食物アレルギーと経口免疫寛容の成立機序の違いとアナ
フィラキシーの発症機序から見たリスク評価」及び「合成樹脂製器具・容器包装のリスク評価における溶出試験法に関
する研究」を新たに採択し、継続課題を含む合計１４課題の研究を実施した。

施策の概要

【施策の概要】

【平成29年度に実施した具体的取組】

達成

定
量
的
指
標

未達成

基準値

基準値 目標値

年度ごとの実績値

年度ごとの目標値

（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

年度ごとの実績値

年度ごとの目標値

3.32.2

30%20%

目標値

執行額 186 184 173

・第196回国会　福井大臣所信表明
　関係部分（抜粋）「食品の安全性の確保のため、科学的知見に基づき、客観的かつ中立公正に食品健康影響評価を
行うとともに、その評価結果についてリスクコミュニケーションを実施します。」

繰越し等（c） 0 0 0

合計（a＋b＋c） 194 194 177

183

補正予算（b） 0 0 0 0

施策名 食品健康影響評価技術研究の推進

信頼性の高いリスク評価の効果的・効率的な実施を促進する。

区分 27年度 28年度 29年度 30年度

達成すべき目標

施策の予算額・執行額
（単位：百万円）

予算の
状況

当初予算（a） 194 194 177

平成29年度実施施策に係る政策評価書

食品健康影響評価の推進のため、あらかじめ研究領域を設定し公募を行う提案公募型の競争的研究資金制度の下、
リスク評価に関するガイドライン・評価基準の策定等に資する研究を委託方式にて実施する。

（内閣府29－48（政策14－施策①））

食品の安全性の確保政策名



評
価
結
果

担当部局名

学識経験を有する者の
知見の活用

政策評価を行う過程において
使用した資料その他の情報

【次期の施策の方向性について】

食品安全委員会事
務局

次期目標等への
反映の方向性

【根拠とした統計・データ等】

　作成責任者名
評価第一課長

中山　智紀
政策評価実施時期

引き続き、来年度以降も実施する。

○測定指標２については、測定指標を見直す。
　前述の通り、研究開始後２年以内に学術誌へ論文が掲載されるとは限らないため、次回の事前分析表からは指標に
おける時点を「研究開始後２年時点」から「研究終了後２年時点」へ変更する。

○測定指標１についても、測定指標を見直す。
　測定指標２と整合性をとり、同様に指標における時点を「研究終了後１年時点」から「研究終了後２年時点」へ変更す
る。

平成30年８月

【次期の測定指標の考え方について】



区分
主要な
指標

平成25年度～
平成27年度平

均

平成28年度～
平成30年度３年

平均
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

87.40% 92.70% 95.60% 92.70% 98.20%

平成21年度～
平成27年度の7

中5

平成28年度～
平成30年度３年

平均
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

296千件 233千件 272千件 233千件 237千件

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） ③ 相当程度進展あり

（判断根拠）

2. 当該年度に食品安全委
員会ホームページのトップ
ページに利用者がアクセ
スした件数

284千件 基準値より増

平成25年度から27年度の３年平均で
基準値より増

平成28年度から30年度の３年平均で基準値より増

【測定指標の定義及び選定理由並びに目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】

平成25年度から27年度に食品安全委員会が開催した意見交換会におけるアンケート調査において、
説明内容について理解が深まったとする者の割合は平均で88.7%であったことから、意見交換会におい
て、リスク分析の考え方や食品安全委員会の活動について分かりやすく情報提供した上で情報・意見
の共有や交換に努めることにより、「食品安全に関する基礎的考え方や食品安全委員会の活動につ
いての理解が増進した者の割合」が３年平均で基準値を上回ることを目標値として設定。

基準値 目標値
年度ごとの目標値 達成

状況年度ごとの実績値

- -

リスクコミュニケーションの推進においては、リスク分析の考え方を理解した上で、食品の安全性につ
いて考えることができる関係者が増加することが重要であり、ホームページの閲覧者数を測定指標と
することが有効と考えられるため、ホームページの閲覧件数が３年平均で基準値の件数を上回ること
を目標値として設定。（なお、ホームページの閲覧数は、大きな事件の有無により大きく変動することか
ら、７中５（直近７ヶ年のアクセス数のうち最高・最低を除く５ヶ年平均）の数字を基準値として採用し
た。）なお、政府共通プラットフォームへの移行に伴い、平成28年度よりアクセス数集計方法が変更に
なったため、基準値及び実績値の各数値については新しいアクセス数集計方法による数値を記載。

執行額 25 28 29

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第197回特別会における宮腰内閣府特命担当大臣発言（内閣委員会）
・年月日：平成30年11月７日
・関係部分（抜粋）：「食品安全については、食品の安全性の確保のため、国内の制度改正も踏まえ、新たな評価方法を確立する等、科学
的知見に基づき、客観的かつ中立公正に食品健康影響評価を行うとともに、その評価結果についてリスクコミュニケーションを実施してま
いります。」

測定指標

測定指標 施策の実績・進捗状況

定
量
的
指
標

1. 食品健康影響評価の内
容等に関する意見交換会
等への参加者に対するア
ンケート調査において、
「内容について理解度が
増進した者」の割合

基準値 目標値
年度ごとの目標値 達成

状況年度ごとの実績値

○

88.70% 基準値より増

平成25年度から27年度の３年平均で
基準値より増

△

平成28年度から30年度の３年平均で基準値より増

【測定指標の定義及び選定理由並びに目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】

29 29

補正予算（b） - - - -施策の予算額・執行額
（単位：百万円）

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

予算の状況

当初予算（a） 25 28

繰越し等（c） - - -

合計（a＋b＋c） -

達成すべき目標
食品安全委員会が行うリスク評価の内容等に関する理解の増進を図り、食品安全に関する関係者相互間におけるリスクコミュニケーショ
ンを促進する。

施策の概要

【施策の概要】
国民が高い関心を持っている食品の安全に関わる事項等について、厚生労働省、農林水産省等と連携しつつ、ホームページ、パンフレッ
ト、各種意見交換会等を通じ、関係者間での情報・意見の共有や交換を行うことにより、食品安全の確保に必要な総合的施策を実施す
る。
【平成28年度～平成30年度に実施した具体的取組】

平成27年度に企画等専門調査会において取りまとめた「食品の安全に関するリスクコミュニケーションのあり方について」（平成27年５月
28日企画等専門調査会取りまとめ）に基づき、一般消費者、マスメディア、消費者団体、関係事業者、学校関係者等へ向けた意見交換会
を実施するとともに、Facebook等の活用、公式YouTubeによる動画配信、広報誌（季刊誌及び年誌）の発行、パンフレット「食品安全委員
会」の改訂、委員会英文電子ジャーナルの発行等、国内外に向けて情報発信を行った。関係機関との連携については、消費者庁等の関
係省庁と連携した意見交換会の実施、各省庁リスコミ担当者会議による情報交換、地方公共団体との連絡会議を行った。

平成30年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府30－49（政策14－施策②））

政策名 食品の安全性の確保

施策名 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進



評
価
結
果

学識経験を有する者の
知見の活用

-

政策評価を行う過程において
使用した資料その他の情報

〇食品健康影響評価に関する意見交換会への参加者に対するアンケート調査の実施
〇ホームページアクセス状況（Googleアナリティクス）

担当部局名 食品安全委員会事務局 政策評価実施時期 令和元年8月

【外部要因等事前に想定できなかったことにより実績に与えた影響】
　情報発信手段としてFacebookやブログの活用を進める中で、閲覧者が分散し、ホームページのアクセス数は伸び悩んでいた。これに対
して、Facebookの発信で食品安全委員会のホームページのリンクを掲載することなどにより、訪問者数の増加を図ってきた。しかしなが
ら、近年、情報発信・収集手段のさらなる多様化が進む中で、国民の情報収集の在り方もますます多様化していることが、ホームページ
アクセス数の目標未達成に影響しているものと考えられる。
　その一方で、科学的根拠に基づいた情報の発信という観点からは、充実した情報提供が可能な食品安全委員会のホームページへに
訪問していただくことも引き続き重要であり、こうした環境変化も踏まえながら、今後とも、国民の関心の高い情報の発信や見やすいホー
ムページ作成に努める。

次期目標等への
反映の方向性

【次期の施策の方向性について】

引き続き推進

【次期の測定指標の考え方について】

　測定指標①については、目標を上回ったことから、目標値を引き上げることとする。具体的には、理解度を毎年度増加させることを目指
しつつ、意見交換会のテーマや意見交換会の参加者等により理解度は変動することも考慮し、意見交換会参加者の理解度について、令
和元年度から令和３年度までの３年平均で基準値（理解度88.7%（平成25～27年度の３年平均））より増加させることを目標とする。
　測定指標②については、より充実した情報提供を行うため、新たに目標値を定めることとする。具体的には、アクセス件数を毎年度増加
させることを目指しつつ、食品の安全に関する大きな事件の有無によりアクセス数は変動することも考慮し、トップページへのアクセス件
数について、令和元年度から令和３年度の３年平均で基準値（アクセス件数255千件（平成24年度から平成31年度の７ヶ年中アクセス数
の最高・最低を除く５ヶ年平均））を上回ることを目標とする。

【根拠とした統計・データ等】

上記のとおり

施策の分析

【測定指標の観点からの分析】

　食品安全に関するリスコミュニケーションは、食品安全に係る関係者間の相互理解の促進を目的として、食品安全基本法（平成15年法
律第48号）に基づき、食品安全の確保に関する施策の策定について、関係者が意見を述べる機会の付与や相互間の情報及び意見交換
の促進を図るために行われている。ここでの「関係者」にはフードチェーン全体、すなわち生産者、加工業者、流通業者、小売業者、消費
者、科学者、行政、自治体などが含まれる。食品安全委員会においては食品健康影響評価などの科学的内容を分かりやすく伝える等の
リスクコミュニケーションを通じて、食品安全に係る関係者間の相互理解を促進している。
　食品健康影響評価の内容等に関する意見交換会に関しては、目標値（平成28年度～平成30年度の３年平均が基準値より増）を達成す
ることができた。これは、意見交換会の開催に当たり、地方公共団体や消費者団体等と連携し、事前の打合せ等により参加対象者の関
心事項等のニーズを十分把握して情報提供資料を作成したことと、意見交換会での参加者の反応等を踏まえてより分かりやすい資料と
なるように毎回見直し・修正を行っていることが有効であったと考える。今後は、「食品に関するリスクコミュニケーションのあり方について
（平成27年５月取りまとめ）」を踏まえ、より波及効果の大きい方法の検討を進めながら、リスクコミュニケーション活動を展開させていくこ
とが課題である。なお、平成28年度～30年度において意見交換会等を192回開催した。
　また、食品安全委員会ホームページについては、当委員会が行ったリスク評価の結果、ファクトシート等のリスクに関する各種情報、意
見交換会のプレゼンテーション資料やその概要、各種発行物の電子版等、委員会の活動に関する情報等を迅速、かつ、幅広く掲載した
が、目標の達成には至らなかった。一方で、国民の関心の高い情報をよりタイムリーかつ分かりやすく提供したFacebookの閲覧者数が
470千件超(平成30年度)、ブログの閲覧者数が29千件超（平成30年度）となっており、情報提供手段の多様化により、閲覧者が分散した
ことが、ホームページに関する目標を達成できなかった一因と考える。なお、Facebook及びブログを含めた情報発信での合計アクセス数
は目標値を上回っている。「食品に関するリスクコミュニケーションのあり方について（平成27年５月とりまとめ）」において、情報へのアク
セスの仕方は人それぞれであることから、情報提供の方法は多様化を図るべきこととされており、今後とも、情報を必要とする全ての国
民が容易に情報を入手できるよう、引き続き、国民の関心の高い情報の掲載や見やすいホームページ作成に努める。
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